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販売用資料

I社 25.2%

O社 9.3%

S社 7.8%

日本企業

25.5%

V社 5.1%

その他

27.1%

2024年3月26日作成 ファンドは、特化型運用を行います。

1

ファンド名の由来!?

※記載銘柄は、2024年2月末時点の「ダイヤセレクト日本株マザーファンド」の保有銘柄です。

※上記は一例として記載したものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。また、今後の組み入れを保証するものではありません。

※上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

三菱のマーク（スリーダイヤ）は、三菱グループの企業のコーポレートロゴ

等として使用され、三菱グループのシンボルとなっています。

三菱の歴史は、1870年に土佐藩（現在の高知県）の侍だった、岩崎弥太

郎が海運会社をつくった時から始まります。三菱のマークは、岩崎家の

家紋「三階菱」と土佐藩主山内家の家紋「三ツ柏」に由来すると言われ、

1910年に現在の三菱のマークになりました。

当ファンドは、三菱グループ企業の株式から流動性や信用リスク等を勘案

して組入銘柄を決定するため、三菱のマーク（スリーダイヤ）にちなんで

「ダイヤセレクト日本株オープン」と名付けられました。

なぜ、「ダイヤ

セレクト」って

言うのかな？

出所：各種資料を基に東京海上アセットマネジメント作成

三菱グループ企業のトップシェア事業（一例紹介）

出所：経済産業省 商務情報政策局、会社HP、各種資料を基に東京海上アセットマネジメント作成

三菱電機

パワー半導体の世界シェア（2021年時点）
【日本企業の内訳】
三菱電機：7.7%
F社：6.1%
T社：5.1%
R社：3.3%
R社：3.3%

パワー半導体とは

パワー半導体は、エアコンや冷蔵庫等の家電のほか、

鉄道車両やハイブリッドカー、電気自動車で使われて

います。また、産業用ロボットや太陽光発電等にも欠か

せない存在です。なかでもSiC（シリコンカーバイド）の

パワー半導体は電力損失を大幅

に低減できることから、2050年

のカーボンニュートラル（脱炭素）

社会実現に向けてのキーデバイス

として注目を集めています。

三菱重工業

ガスタービンの世界シェア（2022年時点）
ガスタービンとは

ガスタービンは、軽油や天然ガスなどを燃やして動力

を得るエンジンの一種です。発電機の駆動や航空機、

船舶等のエンジンに利用されている等、大型機械の

動力源として様々な分野で使用されています。環境へ

の影響という点で、多くの国が

天然ガス火力による発電を選択し

ているなど、今後世界のガスター

ビンの需要は高まると予想されて

います。

三菱重工業

33%

S社 26%

G社 25%

その他 16%
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※上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

アクティブファンドという選択肢
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当ファンドの運用実績(過去3年）

出所：ブルームバーグ

期間：2021年2月末～2024年2月末、日次

• 日本の長期金利上昇やバリュー（割安）株相場、東京証券取引所（以下、東証）による低PBR（株価

純資産倍率）改善の要請等を背景に、「三菱グループ企業」に焦点をあてた当ファンドは堅調に推移

しています。過去3年の騰落率は108.4％で、代表的な日本株指数であるTOPIX（東証株価指数）

や日経平均株価と比べて、相対的に優位となっています。

• 新NISA制度の開始以降、インデックスファンドに注目が集まっていますが、日本銀行の金融政策

正常化等の環境変化を踏まえると、バリュー株相場はある程度継続することが想定され、当ファンド

はTOPIX等に連動するインデックスファンド対比で、良好なパフォーマンスが期待できるものと考え

ます。

※当ファンドの運用実績は、基準価額（税引前分配金再投資、1万口当たり、信託報酬控除後）をもとに算出。

※当ファンドの騰落率は、基準価額（税引前分配金再投資）をもとに算出しているため、実際の投資家利回りとは異なります。

※リターン（年率）およびリスク（年率）は、月次騰落率を基に算出。

※運用効率は、リターン（年率）÷リスク（年率）にて算出。

※TOPIX(配当込み）、日経平均株価(配当込み）は、当ファンドのベンチマークではありません。

※2021年2月末を、100として指数化。

当ファンド
TOPIX

（配当込み）
日経平均株価
（配当込み）

リターン（年率） 27.7% 15.6% 12.8%

リスク（年率） 14.2% 11.9% 15.2%

運用効率 1.95 1.31 0.84 

【過去3年間のリスク・リターン比較】
期間：2021年2月末～2024年2月末、月次

（年/月）

108.4%

54.4%

43.5%

過去3年の
騰落率
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3※上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

• 日本経済は、長期にわたって持続的に物価が下落するデフレに陥り、超低金利環境が続きましたが、こうし

た状況が今まさに転換期を迎えています。現在、国内のインフレ率は日本銀行が目指す物価目標2％を

上回って推移しており、長期金利は上昇傾向となっています。

• 当ファンドの金利上昇局面のパフォーマンスを見ると、TOPIXと日経平均株価を上回って推移しています。

2021年以降、バリュー株主導の流れとなり、バリューの特性が強い当ファンドは恩恵を受けたものと考え

ます。

• 日本銀行が金融政策の正常化を目指していることから、将来的に金融政策が徐々に引き締めに向かうこと

が考えられます。バリュー株は、将来の利益成長の影響が大きいグロース（成長）株に比べて、金利上昇

局面で相対的に優位になると言われます。日本株式市場では、バリュー株相場は当面続くことが考えられ、

当ファンドの良好なパフォーマンスが期待できると考えます。

金利上昇局面におけるパフォーマンス特性

出所：ブルームバーグ
※各グラフの起点を100として指数化。
※当ファンドのリターンは、基準価額（税引前分配金再投資、1万口当たり、信託報酬控除後）をもとに算出しているため、実際の投資家利回りとは

異なります。リターン差は、各期間中の当ファンドとTOPIX(配当込み）、日経平均株価(配当込み）のリターン差を表します。

※TOPIX(配当込み）、日経平均株価(配当込み）は、当ファンドのベンチマークではありません。

当ファンドとTOPIX、日経平均株価、日本の長期金利の推移

期間：2008年12月末～2024年2月末、月次
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リターン差：-37.2%（対TOPIX）
-69.8%（対日経平均株価）

リターン差：+32.5%（対TOPIX）
+27.3%（対日経平均株価）
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4※上記は過去の実績であり、今後の運用成果等を示すものではありません。

• アベノミクス後のTOPIXのPBRのレンジは、概ね1.0倍～1.5倍で推移してきました。TOPIXのPBRは

一旦、1倍付近まで低下する場面があったものの、2023年3月の東証の低PBR改善要請以降、上昇傾向

となっています。

• 日本企業は純利益の拡大等を背景にROE（自己資本利益率）が改善している他、配当や自社株買いの株主

還元を強化しており、今後、日本企業の資本効率改善が継続すれば、PBRの改善につながることが期待さ

れます。

東証要請の低PBR改善が進捗する中、当ファンドは割安水準

PBR配当利回り
2024年2月末時点 2024年2月末時点

出所：ブルームバーグ
※配当利回りとPBRは実績値。当ファンドの配当利回りとPBRは、組入銘柄の時価評価額で加重平均した数値です。
※TOPIX、日経平均株価は、当ファンドのベンチマークではありません。

（%） （倍）

TOPIX推移とPBR水準別に見た株価水準

期間：2012年4月初～2024年2月末、週次

（年/月）

出所：ブルームバーグのデータを基に東京海上アセットマネジメント作成

• 当ファンドはTOPIXや日経平均株価と比較して、配当利回りが高く、PBRは割安な水準にあります。

当ファンドの配当利回りとPBR
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの特色

2

1 「三菱グループ企業」＊の株式の中から、わが国の取引所に上場されている株式を主要投資
対象とし、信託財産の中長期的な成長を目標として運用を行います。

組入対象銘柄は、流動性や信用リスク等を勘案して選定します。また、個別銘柄の投資比率について
は、時価総額の大きさに応じて投資する戦略と、配当利回りの大きさに応じて投資する戦略を組み
合わせて決定します。
ファンドは、あらかじめ決められた一定の方針にて投資を行うファンドであり、銘柄選択や投資比率
調整等により追加的な収益を追求するファンドではありません。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの主なリスク

• 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資

元本を割り込むことがあります。

• 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

• 投資信託は預貯金や保険と異なります。

• ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

価格変動
リスク

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、

短期的または長期的に大きく下落することがあります（発行企業が経営不安、倒産等に陥った

場合には、投資資金が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株価が下落した場合には、

基準価額が下落する要因となります。

また、ファンドでは、比較的少数の銘柄への投資を行うため、より多くの銘柄への投資を行うファ

ンドと比べて、1銘柄の株価変動が投資全体の成果に及ぼす影響度合いが大きくなる可能性が

あります。

流動性
リスク

受益者から解約申込があった場合、組入資産を売却することで解約資金の手当てを行うことが

あります。その際、組入資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅に

安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落する要因となります。

※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
5

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

＜運用プロセス＞

＊ファンドにおいて、「三菱グループ企業」とは、グループとして経営の基本理念を共有する、あるいはグループについて共同
で広報等を行う企業またはその持株会社を指します。

※大量の追加設定または解約が生じたとき、市況の急激な変化が予想されるとき、償還の準備に入ったとき、三菱グループに

大きな変更が発生したとき等、ならびに信託財産の規模によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドは、特化型運用を行います。
特化型ファンドとは、投資対象に一般社団法人投資信託協会の規則に定める支配的な銘柄が存在し、または存在することとなる可能性が高い
ファンドをいいます。

ファンドの主要投資対象には寄与度（投資対象候補銘柄の時価総額に占める割合）が10％を超えるまたは超える可能性の高い支配的な銘柄が
存在するため、特定の銘柄への投資が集中することがあり、当該支配的な銘柄に経営破綻や経営・財務状況の悪化等が生じた場合には、大きな
損失が発生することがあります。
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お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の基準価額

換金単位 販売会社が定める単位。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の基準価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して、5営業日目からお支払いします。

申込締切時間 原則として午後３時までに、販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金には制限を設ける場合があります。

購入・換金申込受付の
中止および取消し

取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金

のお申込みの受付を中止すること、およびすでに受け付けた購入・換金のお申込みの受付を取り消すこと

があります。

信託期間 2044年10月20日まで（2008年12月26日設定）

繰上償還

以下に該当する場合等には、繰上償還することがあります。
・受益権の総口数が10億口を下回ることとなったとき
・ファンドを償還することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

決算日 4月および10月の各20日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配

年２回の決算時に収益分配方針に基づき、収益分配を行います。

※将来の分配金の支払いおよびその金額について、保証するものではありません。

※分配対象額が少額の場合等には、分配を行わないことがあります。

※販売会社との契約によっては再投資が可能です。

課税関係

収益分配時の普通分配金、換金時および償還時の差益に対して課税されます。

課税上は株式投資信託として取扱われます。

公募株式投資信託は、税法上、一定の条件を満たした場合に少額投資非課税制度「NISA」の適用対象と

なります。ファンドは、「NISA」の「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により

取扱いが異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。配当控除は適用されますが、

益金不算入制度の適用はありません。

※上記は、2024年１月１日現在のものですので、税法が改正された場合等には、内容等が変更される場合が

あります。

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

6

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
購入価額に3.3％（税抜3％）の率を乗じて得た額を上限として販売会社が個別に定める額とします。

詳しくは販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの純資産総額に年率1.045％（税抜0.95％）を乗じて得た金額

その他の費用・
手数料

以下の費用・手数料等がファンドから支払われます。
・監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用
ファンドの純資産総額に年率0.011％（税込）をかけた額（上限年66万円）を日々計上し、毎計算期末また
は信託終了の時にファンドから支払われます。

・組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料
・資産を外国で保管する場合にかかる費用
・信託事務等にかかる諸費用
※監査にかかる費用を除く上記の費用・手数料等は、取引等により変動するため、事前に料率、上限額等を

表示することができません。

※上記手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、あらかじめ表示することができません。

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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ファンドの関係法人

■ 販売会社

https://www.tokiomarineam.co.jp/

サービスデスク 0120-712-016

※営業日の9：00～17：00

■ 設定・運用 お問い合わせは

商 号 等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

7

（当資料作成日時点）

【一般的な留意事項】

 当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たっては必
ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

 当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
 当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された図表

等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。
したがって、元本が保証されているものではありません。

 投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および損失
は、全て投資家に帰属します。

 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

 登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。

日本証券業協会
一般社団法人

日本投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

株式会社 青森銀行
登録金融機関
東北財務局長（登金）第1号

○

株式会社 イオン銀⾏
（委託⾦融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

登録金融機関
関東財務局長（登金）第633号

○

auカブコム証券株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第61号

○ ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ証券
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第44号

○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者
株式会社 ＳＢＩ証券）

登録金融機関
関東財務局長（登金）第10号

○ ○

株式会社SBI新生銀行
（委託金融商品取引業者 マネックス
  証券株式会社）

登録金融機関
関東財務局長（登金）第10号

○ ○

十六ＴＴ証券株式会社
金融商品取引業者
東海財務局長（金商）第188号

○

東海東京証券株式会社
金融商品取引業者
東海財務局長（金商）第140号

○ ○ ○ ○

株式会社 長崎銀行
登録金融機関
福岡財務支局長（登金）第11号

○

株式会社　西日本シティ銀行
登録金融機関
福岡財務支局長（登金）第6号

○ ○

株式会社 百五銀行
登録金融機関
東海財務局長（登金）第10号

○ ○

百五証券株式会社
金融商品取引業者
東海財務局長（金商）第134号

○

松井証券株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第164号

○ ○

マネックス証券株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第165号

○ ○ ○ ○

株式会社　みちのく銀行
登録金融機関
東北財務局長（登金）第11号

○

株式会社 三菱ＵＦＪ銀行
登録金融機関
関東財務局長（登金）第5号

○ ○ ○

株式会社 三菱ＵＦＪ銀行
（委託金融商品取引業者 三菱ＵＦＪ
モルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関
関東財務局長（登金）第5号

○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
登録金融機関
関東財務局長（登金）第33号

○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券
株式会社

金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第2336号

○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第195号

○ ○ ○ ○

商号（五十音順） 登録番号

加入協会

http://www.tokiomarineam.co.jp/

